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＊東南ア株・通貨　ﾏﾈｰ流入…経済再開・輸出増追い風
東南ｱｼﾞｱに世界のﾏﾈｰが向かっている。欧米に遅れながらも新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染者が減
少し、10月から観光・経済が再開で通貨や株価が上昇。製造業の生産も回復、貿易黒字の
拡大も追い風となる。2022年の経済成長率は32年ぶりに中国を上回るとの予測があり、ﾏ
ﾈｰの流入は当分続きそうだ。

＊中国不動産、3割減益…1～9月最終　上場1/4社が赤字
中国の上場不動産会社の業績が減速くしている。上海・深圳取引所に上場する118社の
2021年1～9月期の連結純利益は前年同期比30%減。4分の１にあたる29社が最終赤字と
なった。社債の債務不履行（ﾃﾞﾌｫﾙﾄ）を繰り返している華夏幸福基業は134億元（約2400億
円）の最終赤字は集計対象の118社中赤字額が最大。9月末の負債総額は3873億元。
地方政府の下で債務再編計画ををまとめ、経営再建を目指しているが信用不安が広がり、
売上は前年同期比6割減と大幅に落ち込む。7月にﾃﾞﾌｫﾙﾄした四川藍光発展も67億元の最
終赤字になった。

＊中国景景況感、悪化続く…10月も節目の「50」割れ　資源高響く
中国国家統計局が31日発表の2021年10月の製造購買担当者指数（PMI）は49.2と、前月よ
り0.4%低下した。資源高による企業収益の悪化で受注が伸び悩んだ。電力制限も生産の足
かせになった。
・前月を下回るのは7ヵ月連続だ。項目別では柱である生産が48.4と1.1㌽下落した。新規受
注も3ヵ月連続で節目の50を下回った。
・3分の1が最大の経営課題として需要不足を挙げた。幅広い企業の収益悪化による受注減
が製造業の景況感に影を落としている。電力制限で工場の稼働率が下がったことも影響。
・ｺｽﾄ高を価格転嫁しにくい中小零細企業の苦境が目立つ。大企業のみ節目の50を上回っ
た。
＊G20合意、年内に実施…石炭火力の金融支援停止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　途上国ﾜｸﾁﾝ供給促進
⦿G20ｻﾐｯﾄの首脳宣言のﾎﾟｲﾝﾄ
[世界経済]・世界経済の回復は国ごとにばらつき。早期の支援策の手じまい回避。・各中銀
は物価動向を注意深く監視。・供給網の混乱など経済に影響を与える世界的な課題を注
視。・最低法人税率など新たな国際課税ﾙｰﾙは歴史的な成果。実施計画の早期進展を要請
[新型ｺﾛﾅ対策]・全ての国で21年末迄人口20%、22年半ば70%ﾜｸﾁﾝ普及
[気候変動]・気候1.5度以内に抑える努力を追及。・今世紀半ば迄に世界の温暖化ｶﾞｽ排出
量を実質ｾﾞﾛを達成する行動を加速。・気候変動対策に1000億㌦を投資する先進国に確認
し、早期実現目指す。・21年末迄に海外の石炭火力発電への公的な金融支援停止。低炭素
ｴﾈﾙｷﾞーや再生ｴﾈの開発・普及で協力。
[その他]・五輪に人類の強靭さ期待

＊中国ﾜｲﾝ、世界水準に…輸出拡大　欧州・日本にも
　　　　　　　　　　　　　　　　　 倹約令で国内市場は縮小
中国市場で独自ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの興隆が目覚ましい。GDPで日本を抜いて世界2位となってから10年
余り。中国の消費者は世界ﾄｯﾌﾟの水準を知り、海外で学び帰国した人材が、品質や価値を
追及した中国製品を生み出す。「華流ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ」が、世界を席巻する日は近いかもしれない。
⦿中国の主なワインの産地
　新疆ｳｲｸﾞﾙ地区、雲南ｼｬﾝｸﾞﾘﾗ地区（敖雲）、河北地区、山東地区（九頂庄園）、銀川地区
（寧夏留世葡萄酒庄、寧夏九月蘭山酒庄、夏木酒庄）

＊ｴｰｻﾞｲ、純利益44%増…今期上方修正　抗がん剤、海外で伸び
ｴｰｻﾞｲは1日、2022年3月期通期の連結純利益が前期比44%増の605億円になる見通し。従
来予想を20億円上方修正。主力の抗がん剤が海外で伸びたほか、米製薬大手からの契約
一時金なども貢献する。話題となったｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病新薬の収益貢献はない。
・ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病新薬「ｱﾃﾞｭﾍﾙﾑ」は「ﾌﾞﾛｯｸﾊﾞｽﾀｰ」に成長するとの期待があるが、価格が高
い、承認に至るﾌﾟﾛｾｽについて専門家が疑義を唱えたこともあり、一足飛びの使用拡大には
至っていない。内藤CEOは「今後6ヵ月以内に局面が大きく変わるだろう」と発言。
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＊中国塾規制　教室閉鎖・ﾘｽﾄﾗ拡大…雇用300万人以上に影響
中国政府が始めた学習塾への新規制で、教室閉鎖やﾘｽﾄﾗが広がっている。専門家は「業界
全体の3割強にあたる300万人以上の雇用に影響する」と分析する。習近平指導部は高騰し
てきた教育費を抑制し、少子化対策につなげる狙いだが、経済や雇用への影響は避けられ
ない。
・北京師範大などはﾘﾎﾟｰﾄで「中国の学習塾や教育企業の雇用者は約1千万人いる」と推
計。そのうち3分の１が「新規制の影響を受ける。解雇や転職、別部門へのは位置転換にな
るだろう」と語った。
・「授業料の返金などを求める保護者の訪問や電話が続いている。対応には少なくとも年末
までかかる」。

＊②RCEPによる関税撤廃ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　　　　　　（A＝税撤廃までの年数、B＝交渉時の関税率）
「対中国」➞・EV用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の一部(A＝16年目、B＝6%）
　　　　・ｶﾞｿﾘﾝ車のｴﾝｼﾞﾝ部分のほとんど（A＝11～16年目、B＝2～8.4%）
　　　　・合金鋼の一部（A=即時、B＝3%）
　　　　・清酒（A＝21年目、B＝40%）
「対韓国」➞・綿織物のほとんど（A＝即時と10年目、B=10%）
　　　　・液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ用保護ﾌｲﾙﾑなどの原料（A=即時、B=5%）
　　　　・清酒（A=15年目、B=15%）
　　　　・ｳｲｽｷｰ（A=10～15年目、B=20%）
・経済・安保を混然一体にｱｼﾞｱで影響力を強める中国とどう向き合うかが今後の課題とな
る。RCEPでのﾙｰﾙを中国がしっかり履行出来るかが、TPP加盟交渉に入るための試金石に
もなる。政府内では早期の交渉入りは難しいとの見方が多い。

＊RCEP効果、TPP以上…工業製品91%で関税撤廃「中韓・利点」
　　　　　　　（Regional Comprehensive Economic Partnership）
東ｱｼﾞｱを中心に日中韓など15ヵ国が参加する地域的な包括的経済連携（RCEP)協定が動き
出す。日本政府は協定発行に伴う関税撤廃・削減などで部品や素材の輸出が増え、日本の
GDPを約2.7%押し上げると試算する。経済効果では米国が抜けた環太平洋経済連携協定
（TPP）を上回る。

＊①RCEPの概要
　　・加盟国➞ASEAN[ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｲﾘﾋﾟﾝﾍﾞﾄﾅﾑ、対、ﾐｬﾝﾏｰ､ﾏﾚｰｼｱ、
　　　　　　　　　　　　　　ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ﾗｵｽ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾌﾞﾙﾈｲ]
　　　　　　　　　 非ASEAN[日本、中国、韓国、豪州、ﾆｭｰｼﾞﾗﾝﾄﾞ]
　　・人口➞22.6億人（世界の29.9%）
　　・ＧＤＰ➞26兆㌦（同29.8%）

＊米ﾔﾌｰ、中国から撤退…規制強化で継続困難に
米ﾔﾌｰは2日までに、中国におけるｻｰﾋﾞｽ提供を中止した。中国では1日に個人情報保護法
が施行されるなどｲﾝﾀｰﾈｯﾄに関する規制が強まっており、事業の継続が困難と判断した。ﾔ
ﾌｰの広報担当者は
「中国で事業や法律の環境が厳しさを増している事を受け、11月1日に本土からｻｰﾋﾞｽにｱｸ
ｾｽ出来ないようにした」と説明。

＊ﾓﾃﾞﾙﾅ首位　15兆円増…ｺﾛﾅ禍　時価総額増やした製薬
　　　　　　　　　　　　　　　　　 新興、特定領域に集中
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で新興ﾊﾞｲｵ企業の存在感が高まっている。ｺﾛﾅ禍で時価総額を増やした
世界の製薬会社を調べると、新興の米ﾓﾃﾞﾙﾅが首位にとなった。時価総額が15兆円増え、
既存大手の増加額を上回る。巨額の資金を投資家から集め、特定分野に集中投資する新
興勢が創薬をけん引する。だが日本はその潮流に乗れていない。
・ﾓﾃﾞﾙﾅの成功を機に、優れた技術を持つ新興勢に注目が集まり、ﾒｶﾞﾌｧｰﾏｰと協力して創
薬を牽引する動きが加速する可能性がある。ﾊﾞｲｵｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ協会永山治理事長は「日本で
は高い基礎研究の成果を社会実装につなげるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが不足し、目利き出来る投資家も
少ない」と指摘。日本でも有望な新興勢が育つ仕組みを持たなければ製薬産業全体が地盤
沈下するﾘｽｸがある。
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＊韓国ﾊﾝﾌｧ、太陽光攻勢…仏社を960億円で買収、欧米に的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国勢の牙城に切り込む
韓国財閥7位のﾊﾝﾌｧｸﾞﾙｰﾌﾟが再生ｴﾈﾙｷﾞｰ事業を成長戦略の軸に据える。10月末にﾌﾗﾝｽ
の開発会社を7億2700万ﾕｰﾛ（約960億円）で買収し、欧州での発電所建設に参画する。ﾊﾝ
ﾌｧが手掛ける太陽光
ﾊﾟﾈﾙは中国勢が上位を占めるものの、欧米では中国製品を敬遠する動きが表面化してい
る。間隔を突く形で欧米での需要を取り込む。

＊住友商が今期最高益…最終黒字3800億円　上方修正、増配へ
住友商事4日、2022年3月期の連結最終損益が3800億円の黒字（前期は1530億円の赤字）
になりそうだと発表。従来予想から900億円引上げ、過去最高益となる。銅や鉄鋼石などの
資源高に加え、建機事業など非資源分野も伸びる。年間配当を90円（前期70円）と、20円積
み増す。

＊中国、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ協定に触手…ﾃﾞｰﾀ・AIの貿易ﾙｰﾙ、加盟申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　承認なら日本は後手に
中国がｱｼﾞｱの貿易秩序で主導権を握ろうと次々と手を打っている。日中韓やASEAN各国な
どが参加する地域的な包括的経済連携（RCEP）協定の発効が決まり、次はﾃﾞｼﾞﾀﾙ貿易に関
連する協定への
加盟を狙う。米国不在の枠組みで存在感を高める思惑が透ける。
・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ貿易のｶｷﾞ握るのは「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ協定（DEPA）」だ。DEPAは国境を越え
たﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの移管やAIなど、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ貿易に関する先端ﾙｰﾙを盛り込んでいる。他にﾌｨﾝﾃｯ
ｸ・電子決済、ﾃﾞｼﾞﾀﾙID、政府ﾃﾞｰﾀの公共利用など幅広い分野を対象としている。
・日本は遅れを取っている。RCEP等の対応を優先し、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのDEPAへの加盟やﾃﾞｼﾞﾀﾙ
貿易協定の締結に乗り気でなかった。

＊石炭火力廃止　46ヵ国賛同…COP26議長国・英が声明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中印・日本は未同意
石炭火力発電の段階的な廃止をめざす。先進国は2030年代、世界
全体は40年代に石炭火力を廃止することの声明を発表。
⦿脱石炭の姿勢で欧米とｱｼﾞｱの差が鮮明に
　　（（）内は発電量に占める石炭比率、＝低減・廃止目標や主な対策）
・独（25.5%）＝38年迄に廃止、前倒し検討。
・ｽﾍﾟｲﾝ（2.3%）=30年に撤廃
・英国（2.0%）＝24年全廃、先進国30年、途上国40年要求
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（1.2%）＝ｱｼﾞｱで初の「脱石炭連盟」に参加
・仏（1.0%）＝22年全廃。
・印（72.5%）＝未電化地域廃止、再生ｴﾈ拡大
・中国（67.5%）＝海外輸出の停止9月に発表。国内は新設計画多数。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（62.8%）＝石炭生産4位。
・比（54.6%）＝22年迄未電化無くす
・越（49.9%）＝再生ｴﾈ加速、支援要求。
・日本（30.4%）＝30年に19%。
・米国（20.1%）＝35年に電源を脱炭素化

＊ﾀﾞｲｷﾝ、純利益3割増…今期、最高益更新　各国で空調伸びる
2022年3月期の連結純利益が前期比30%増の2030億円になる見通しと発表。4期ぶりの予想
最高益を130億円引き上げた。換気機能や省エネ性能を武器に各国市場で空調の販売が増
える。世界で不足する半導体も、販売計画が下振れしても対応出来る量を確保した。
・中国では、稼ぎ頭の高所得者向けの家庭用空調が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大前を超える売
れ行きとなる。中国恒大との取引はわずか。欧米で省ｴﾈ性能の高い製品も伸びる。
・十河政則社長は「価格転嫁やｺｽﾄ削減などで約1180億円のｺｽﾄ引き下げにﾒﾄﾞを付けた」と
話した。更に21年4～9月期連結決算は、売上高は前年同期比27%増1兆5千億円、純利益
64%増1390億円。

＊中国年金、積み立て不足も…過半で支払い余力基準下回る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　細る現役世代　改革難航
中国で公的年金の積み立て不足への懸念が強まっている。2020年時点の支払い余力は、
過半の地域で政府の基準を下回った。長年の産児制限で人口の現役世代が減り、財政によ
る穴埋め額は増える。
政府は定年延長や保険料の支払い期間の延長を検討するが、市民の反発は強い、高齢化
の対応し、年金制度を持続可能な形に転換する改革は難航している。
・定年の60歳に達する男性の数は2022年からの5年間で、21年までの5年間に比べ7割増え
る。
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2021/11/9 経済 ＊①ﾃﾞｼﾞﾀﾙ敗戦の日本…研究開発費も低水準(米は10年で2倍に)
⦿21年版の個別指標に見ると日本の
　　　　　　　　弱みが浮彫《対象は64ヵ国・地域　　（出所）ｽｲｽIMD》
　　・国際経験➡64位。・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰに関連するｽｷﾙ➡62位。
　　・企業の俊敏性➡64位。・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用➡63位。
高付加価値を生む人材が不足し、時代に対応するｽﾋﾟｰﾄﾞに欠け、世界で勝負出来る事業を
育てられない。こうした日本の弱点が米国などとの差につながっていることは、ｽｲｽのﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｽｸｰﾙIMDがまとめた2021年版の「世界ﾃﾞｼﾞﾀﾙ競争力ﾗﾝｷﾝｸﾞ」からも明らか。

＊入院・死亡ﾘｽｸ9割減（治験ﾃﾞｰﾀ）…ﾌｧｲｻﾞｰのｺﾛﾅ飲み薬
米製薬大手ﾌｧｲｻﾞｰは5日、開発中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ向け飲み薬の投与により入院や死亡す
るﾘｽｸを約9割減らせたとの臨床試験（治験）ﾃﾞｰﾀを公表した。早ければ年内に米国で投与
が始まる可能性がある。
・開発の治療薬「ﾊﾟｸｽﾛﾋﾞﾄﾞ（PAXLOVID）」を発症後3日以内に投与したところ、入院・死亡ﾘｽ
ｸが89%減った。他の変異ｳｲﾙｽにも効果がある。飲み薬の為、患者自ら服用でき、在宅療養
で対応しやすい。

＊中国、貿易総額9倍に…WTO加盟20年　世界ｼｪｱ、米超え
中国が世界貿易期間（WTO）に加盟して、12月で20年を迎える。貿易総額は9倍に拡大し、
世界貿易に占めるｼｪｱは米国を上回った。多国間貿易を推進する姿勢を前面に出して地域
貿易の主導権確保を狙うが、国有企業の優遇見直しなど国内改革は停滞している。
・WTOが中国の貿易政策に関する審査では加盟国が2500件を超す問題を提起。前回18年
に審査より16%増えた。中国への期待とともに懸念が高まっていることを物語る。

＊脱炭素技術、日本勢が先行…上位10社中5社　水素やEV特許多く
⦿炭素削減の規模の順位（＝主な技術の例）ーー（ｱｽﾀﾐｭｰｾﾞ・東京）
❶位：ﾄﾖﾀ自＝燃料電池車、水素ｲﾝﾌﾗ、EV。❷：GE（米）＝炭素の地層挿入、高効率火力発
電。❸：三菱重工業＝CO₂吸収素材、高効率発電。❹：ｼｰﾒﾝｽ（独）＝水素・ｱﾝﾓﾆｱ発電、風
力発電。❺：現代自(韓）＝燃料電池車、水素ｲﾝﾌﾗ。❻：日立＝産業機器電化、ﾊﾟﾜｰ半導
体。❼：東芝＝CO₂吸収素材、水力発電。❽：ｴｸｿﾝﾓｰﾋﾞﾙ（米）＝CO₂吸収素材。❾：ﾎﾝﾀﾞ＝
燃料電池車、水素ｲﾝﾌﾗ、EV。❿：ﾊﾈｳｪﾙ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（米）＝ﾌﾛﾝ類の排出抑制。

＊商社「資源高で最高益」再び…大手5社、非資源も成長
　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤忠「IT伸び」、三菱商「車など改善」
商社大手5社の2022年3月期は、連結純利益が揃って最高益となりそうだ。6年前の「資源ﾊﾞ
ﾌﾞﾚ」後の低迷を受け強化してきた非資源分野が収益基板となり、資源高の追い風も捉え
る。もっとも資源価格の上昇が一過性なら、来期以降の反動減益も予想される。非資源分野
のてこ入れや脱炭素事業の収益化が課題だ。
・住友商の塩見勝CFOは電話会見で「半導体の供給不足はﾎﾞﾄﾙﾈｯｸで下期は業積に相当ﾌﾞ
ﾚｰｷがきくのでは」とみる。

＊韓国　宇宙・軍事大国の野望…SLBMや国産ﾛｹｯﾄ発射実験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業育成、成長の源泉に
韓国は10月21日に初の純国産ﾛｹｯﾄ「ﾇﾘ号」を打ち上げたが、失敗したが、文大統領は
「2030年までに月面着陸の夢をかなえる」と言う。
・文政権は国防予算を急速に増やしている。22年から5年間の国防中期計画は「未来を主導
する強軍」をうたい、5年間で315兆㌆（30兆円）を投じる。数年内に実績で日本の防衛予算を
上回る見通しだ。
・自主国防の理念・・強軍構想には狙いがある。一つは在韓米軍への依存を減らす「自首国
防」の理念だ。「最大の目的は米国からの戦時作戦統制権の返還だ」。文政権は戦争指揮
権を取戻そうとしている。

＊中国輸出額　価格転嫁支え…受注動向　先行き懸念も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10月27%増　数量は伸び悩み
中国税関総署が7日発表した2021年10月の貿易統計によると、輸出は前年同月比27.1%増
の3002億㌦（約34兆円）だった。ｺｽﾄ高による価格転嫁が支えたが、数量ﾍﾞｰｽでみた外需は
伸び悩んでいる。この傾向が続けば景気回復が遅れる可能性もある。
・中国経済は、資源高で企業収益が悪化し設備投資が落ち込む。雇用や所得の回復がもた
つく。消費は力強さを欠く。不動産も停滞し、内需が落ち込む。数量ﾍﾞｰｽの外需が振るわな
ければ回復はない。
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＊東南ｱの供給網　回復急ぐ…古河電工、月内にもﾌﾙ生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾅｲｷ、200社の協力工場再開
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で急激な減産を迫られた東南ｱｼﾞｱのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが回復を急ぐ。
ﾍﾞﾄﾅﾑでは古河電工がフル生産の体制を目指す。米ｽﾎﾟｰﾂ用品大手ﾅｲｷの約200社の協力
工場も生産を再開した。
拠点分散の動き・・ｺﾛﾅの再拡大に備え生産拠点を分散させる動きも出始めてり、供給網の
見直しが進む可能性がある。
⦿東南ｱｼﾞｱの製造業が回復してきた
・ﾆﾁﾚｲ（ﾀｲ、食品）「今夏に従業員確保出来ず、工場停止、今生産開始」
・東芝（比、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｲｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ）「9月は影響したが、10月末からﾌﾙ生産」
・ｻﾑｽﾝ電子（越、家電）「ﾎｰﾁﾐﾝ市の工業団地が11月末まで稼働支援」
・古河電工（越、車の部品）「ﾎｰﾁﾐﾝｼ南部3工場減産➞ﾌﾙ生産態勢へ」
・ﾕﾆｾﾑ（ﾏﾚｰｼｱ、半導体）「9月工場閉鎖が、現在稼働率8割に上昇」

＊韓国、23年ぶり　完成車工場…労組無しで「賃金半額」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現代自、自治体と受託生産
韓国で23年ぶりとなる完成車工場が稼働した。運営会社は光州ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾓｰﾀｰｽﾞ（GGM)だ。
聞き慣れないこの企業は韓国南西部の光州市が主導し、現代自も資本参加して小型車の
受託生産専業として新たに設立された。産業誘致と雇用創出を目指す光州市と、安価に委
託生産出来る工場を求めた現代自の思惑が一致した格好だ。

＊②
日本の総合順位は64ヵ国・地域中で前年27位から28位に沈む一方、米国は首位を堅持。
・日本の情報通信産業の研究開発費は19年は約5400億円で08年より、1割減。米国はほぼ
2倍の約11兆4千億円。日本は製造業偏重の産業構造から抜け出せず、米国とのﾃﾞｼﾞﾀﾙ競
争力差が開く恐れがある。

＊ｱﾌｶﾞﾝ、広がる病気・飢え…経済崩壊　人道危機深く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11歳女児　食糧買えず体重13㌔
ｲｽﾗﾑ主義組織ﾀﾘﾊﾞﾝがｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝの首都ｶﾌﾞｰﾙを制圧し、同国の全権を掌握して、3ヵ月近く
が過ぎた。ﾀﾘﾊﾞﾝは暫定政権の樹立を発表したが、国際社会は認めず、支援をほぼ全面停
止した。海外からの援助に頼っていたｱﾌｶﾞﾝ経済は崩壊し、病気と飢えが広がる。
・援助停止で歳入半減・・「（主権が）承認されなければ、ｱﾌｶﾞﾝは世界の問題に発展するか
もしれない」とﾀﾘﾊﾞﾝのﾑｼﾞｬﾋﾄﾞ報道官は指摘した。

＊中国GDP、米の7割に…習政権の9年で1.7倍
　　　　　　　　　　　　　　　　　国内所得格差縮まらず
習指導部が発足して9年の間にＧＤＰはﾄﾞﾙﾍﾞｰｽで1.7倍となり、米国の7割に達した。だが、
格差はなお縮まらず、習氏は成長と分配の両立に苦慮する。米国と比べたＧＤＰの割合は5
割から7割に高まった。目立つのは消費拡大だ。ｽｰﾊﾟｰやｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの販売を合計した1～9
月の社会消費品小売り総額は約32兆元（約565兆円）で、12年の同時期の2.1倍。習指導部
は低所得層の底上げを重視する。地域間や都市内部の格差はここ数年縮まっていない。
・大都市ではﾏﾝｼｮﾝ価格が年収の数十倍。小都市から転入する若者らは働いても買えな
い。
・中国は軍事面でも大国への道を進んだ。21年の防衛予算1兆3千億元を計上し、12年の約
2倍に膨らんだ。習氏は「世界一流を目指す」。

＊TSMC、日本工場に8千億円…ｿﾆｰ、570億円出資で合弁
世界最大の半導体受託生産会社である台湾積体電路製造（TSMC）は9日、日本で初めてと
なる工場を、ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟと共同で熊本県に建設すると発表した。当初の設備投資額は約70
億米㌦（約8千億円）で、工場を運営する合弁企業にｿﾆｰが約5億米㌦（約570億円）を出資
する。2024年までに量産を始める予定。需給が逼迫した際、日本が優先。
・生産するのは回路幅が22～28ﾅﾉ（ﾅﾉは10億分の1）㍍の半導体だ。車やIT製品向けなどの
半導体で、産業界で幅広く利用されている。
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＊東南ｱ高速鉄道計画　暗雲…中国「一帯一路」の目玉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中止や延期、採算懸念
中国からｲﾝﾄﾞｼﾅ半島を縦断する全長3千㎞の高速鉄道計画に暗雲が垂れ込めている。広
域経済圏構想「一帯一路」の目玉事業とされたが、ﾀｲやﾏﾚｰｼｱでは事業の遅れや中止が相
次ぐ。中国は同半島への人やﾓﾉの移動を活性化して地域での影響力を高める狙いだった
が、採算性が低いお荷物路線を抱える懸念が強まっている。
・ﾀｲのﾆｭｰｽｻｲﾄは「世界でもっとも建設の進みが遅い鉄道の一つで、完成には少なくともあ
と半世紀がかかる」と揶揄する。
・中国では事業について、採算性を問う姿勢を強めており、資金面でどれだけ支え続けるこ
とができるかは不透明。また、返済に窮した場合に重要ｲﾝﾌﾗの権益を握られる「債務のﾜﾅ」
に陥る懸念もある。

＊台湾IT10月減収　主要19社、13ヵ月ぶり…半導体不足　製品作れず
ｱｯﾌﾟﾙから多くの製品を受注生産する台湾企業の業績が落ち込んだ。半導体不足で製品が
作れないためだ。19社の売上高合計は前年同期比0.4%減の1兆3195億台湾㌦（約5兆4千億
円）と13ヵ月ぶりにﾏｲﾅｽ。
⦿台湾主要IT各社の10月の売上高（売上・億台湾㌦、前年比増減%）
　ﾎﾝﾊｲ「iPhone受託」＝5508（▴10.1）、ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ「同」＝1379（▴0.1）
　TSMC「半導体受託」＝1345（12.8）、ｸｱﾝﾀ「ﾊﾟｿｺﾝ受託」＝1006（11.4）
　ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ「半導体設計」＝374（22.9）、ｲﾉﾗｯｸｽ「液晶ﾊﾟﾈﾙ」＝268（7.4）
　UMC「半導体受託」＝191（25.4）、南亜科技（半導体DRAM）＝72（50.2）

＊中国新車販売、9.4%減…10月、下落幅は1桁に縮小
中国汽車工業協会は10日、10月の新車車販売は前年同期比9.4%減の233､3万台。6ヵ月連
続で前年実績を下回る。ﾏｲﾅｽ幅は１ｹﾀに縮小。販売台数は10月より増えた。半導体不足が
続いているが、峠を超えたとの認識を示した。海外旅行に行けない富裕層や中間層の消費
欲が旺盛で高級車の販売が2桁増となり、全体のﾏｲﾅｽ幅の縮小に繋がった。

＊中国「独身の日」国産躍進…海外勢、存在感薄まる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＰＲ控えめ　政治色濃く
中国で年間最大のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販ｾｰﾙ「独身の日」が12日午前0時（日本時間午前1時）に終
了した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響を脱して経済が回復する中、大きな商機を生み出した。今年
は中国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞが躍進し、海外勢の存在感が薄まった。政府のﾈｯﾄ企業への統制も滲み、例
年とはｲﾍﾞﾝﾄの様相が異なった。
・「価格が安いうえ、品質も悪くない」。最近、中国の消費者が国産ﾌﾞﾗﾝﾄﾞに抱く共通認識だ。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞの幹部は「『取扱高の伸び』から、『持続可能な成長』に変わりつつある」と強調した。
今年は政治色が強いｲﾍﾞﾝﾄに変身した。

＊塩野義、ｺﾛﾅに資源集中…研究者の8割投入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾜｸﾁﾝ・飲み薬　社長主導でｼﾌﾄ
塩野義製薬が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの飲み薬やｴﾜｸﾁﾝの開発に経営資源を集中する。約700人い
る研究者の8割を新型ｺﾛﾅ関連に振り向け、飲み薬は2021年内の承認申請を、ﾜｸﾁﾝは22年
3月までの実現を目指す。手代木社長の仕掛ける大幅な戦略ｼﾌﾄに社員が必死についてい
く。
・「3時間とかで詰めろと言ってる。明後日でなく、明日の何時か、というﾚﾍﾞﾙで詰めて全部
やっている」。手代木社長は幹部に指示を飛ばす。

＊中国　ｹﾞｰﾑ企業に三重苦…仮想空間や海外に活路
　　　　　　　　　　　　　　新作認可停止・子供利用制限・ｱﾌﾟﾘ排除動き
中国ｹﾞｰﾑ企業が当局の規制強化などによる「三重苦に直面している。新作発売に必要な認
可が7月を最後に止まっているほか、子供のｹﾞｰﾑ利用の厳しい制限や、ｱﾌﾟﾘ配信会社によ
る排除の動きも広がる。網易（ﾈｯﾄｲｰｽ）など大手は仮想空間といった新事業や海外展開を
急いでいるが、中小ｹﾞｰﾑ企業の淘汰に繋がる可能性もある。

＊東南ｱｼﾞｱ、最大113兆円に、30年のﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済市場
ﾃﾏｾｸ・HD等の調査で、東南ｱのﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済の市場規模は今後年20%のﾍﾟｰｽで拡大。25年
には3630億㌦に達する見込みだ。30年にはEC取引が消費全体の占める割合が現在の1割
から5割に、決済が全体の5割から7～8割になり、市場規模は7千億～１兆㌦と予想。東南ｱ
のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ人口は21年に4億4千万と前年より10%増、ネット普及率は75%。ｵﾝﾗｲﾝで買い物
した人は3億5千万人と全ﾈｯﾄ人口の80%に及ぶ。
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＊③
◆改革開放を深堀り
　「社会主義現代化国家の全面的な建設に入る」と強調。建国100年・
　　49年に向けて、経済、軍事、科学技術等あらゆる面で世界のﾄｯﾌﾟに
　　立つ。国家作りを進める。海外に依存しない先端技術の開発を急ぐ。
◆党内引き締め徹底
　「党内の引き締めを徹底し、反腐敗闘争をゆるぎなく進めていく」。
　共産党による統治の正当性の保守と習指導部の求心力を維持する。

＊ｸﾞﾗﾌﾞ、上場前に赤字最大…7～9月　最終1130億円、配車が低迷
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宅配、次の柱へ育成急ぐ
東南ｱｼﾞｱ配車最大手のｸﾞﾗﾌﾞが年内の米国上場を目前にし、業績が低迷している。新型ｺﾛﾅ
ｳｲﾙｽの流行で配車の利用が減少し、2021年7～9月期の最終赤字は9億8千万㌦（約1130
億円）に膨らんだ。上場時の企業価値は約400億㌦（約4兆5千億円）になると公表してきた
が、時価総額が想定を下回る可能性がある。

＊EU、域外ｲﾝﾌﾗ支援…5兆円超　中国「一帯一路」に対抗
欧州連合（EU)が域外でのｲﾝﾌﾗ整備を支援する新たな枠組みを立ち上げる。総額400億ﾕｰﾛ
（約5兆2千億円）を超える規模で、中国主導の「一帯一路」に対抗する。環境配慮や透明性
の確保をﾙｰﾙ化したうえで、ｲﾝﾄﾞ太平洋など地域ごとに重点事業を定める。
・欧州の一部では中国の一帯一路に協力する動きもあったが、現在は強権的な外交・安全
保障政策や人権問題などを背景に距離を置きつつある。400億ﾕｰﾛの保証枠を設定して、企
業などの民間投資家や開発金融機関のﾘｽｸを引き受け、投資しやすい状況を整備。
・EUはｱｼﾞｱを世界最大級のﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済拠点と位置付け、日本と共に、AIを実現するためﾙｰ
ﾙつくりなどﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野での提携を深める。

＊中国ﾃｯｸ投資一時停止…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ政府系　規制動向見極め
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの政府系投資会社ﾃﾏｾｸHDが、中国ﾊｲﾃｸ企業への新規投資を一時停止してい
る。2020年には投資先に占める中国の割合が自国への投資額を初めて上回った。
・同社が出資してきたｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団、その傘下のｱﾝﾄ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ、配車ｻｰﾋﾞｽの滴滴出行など規
制当局の監視下にある。同社のﾁｰﾌ投資ｽﾀﾗﾃｼﾞｽﾄ、ﾛﾋｯﾄ・ｼﾊﾟﾋﾏﾗﾆ氏は「投資家は企業が
順守すべきことが分からず、影響が見通せないため投資が困難」と指摘。「ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ企業
が何を期待されているかわかれば、投資判断が可能になる」と話す。投資先として中国を重
視する点は変わらない。

＊①「社会主義の近代化」掲げる…習指導部　格差是正へ共同富裕
◆歴史的変革と称賛
　　・習氏が「新時代の中国の特色ある社会主義思想」を生み出し、党と
　　　国家が「歴史的な成果を上げ、歴史的な変革を起こした」と称賛。
　　・毛が「旧中国の反植民地半封建社会の歴史」を終わらせ、「列強が
　　　中国に押し付けた不平等条約と帝国主義の中国における一切の
　　　特権を徹底的に廃止した」
　　・鄧小平は「鄧小平理論」を確立。改革開放に転換する歴史的な
　　　決定を下した。

＊②
◆特色ある大国外交
　　「世界の激変の中で新しい局面を切り開き、危機をﾁｬﾝｽに変え、
　　中国の国際的な影響力が著しく向上した」。自国の主張にそぐわない
　　相手国に高圧的な言動で抑え込む「戦狼外交」に党がお墨付きを
　　与えた。反発を強める米欧との溝はますます広がる。
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2021/11/17 経済

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　EV一貫生産…鴻海や現代自、電池から車両まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　東南ｱで主導権を狙う
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでEV関連の投資が活発になっている。政府が電池材となるﾆｯｹﾙを主にいかし産業
の高度化を狙う中、韓国の現代自動車や台湾の鴻海精密工業などがEVや車載電池を作る
方針を発表した。産業集積が進めば、同じく関連産業の誘致に力を入れるﾀｲと東南ｱｼﾞｱで
のEV生産の主役の座を争うことになる。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの先進国入りには産業の高度化が欠かせず、その柱が推定埋蔵量2100万㌧と世
界最多のﾆｯｹﾙをいかしたEV産業育成だ。ｼﾞｮｺ大統領がめざすのは45年に先進国の一員に
なることだ。

＊印航空「ｺﾛﾅ後」ｼｪｱ争奪…世界第3市場　先行投資
　　　　　　　　　　　　　　新興SNV「LCC参入」、ﾀﾀ「ｴｱ・ｲﾝﾃﾞｨｱ買収」
ｲﾝﾄﾞの航空業界で運営企業の交代や新規参入が相次ぐ。現地最大財閥ﾀﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが国営
大手ｴｱ・ｲﾝﾃﾞｨｱの買収を決めた。先行投資が続く。ｺﾛﾅ後の回復をにらんだｼｪｱ争いが激し
さを増す。
⦿運営企業の交代や新規参入が相次いだ
・ｴｱ・ｲﾝﾃﾞｨｱ➡10月に政府がﾀﾀＧに売却、68年ぶりに民営化
・ｼﾞｪｯﾄ・ｴｱｳｪｲｽﾞ➡不振で4月運航停止、英ｶﾙﾛｯｸ・ｷｬﾋﾟﾀﾙが再開へ
・SNVｱﾋﾞｴｰｼｮﾝ➡「ｲﾝﾄﾞのｳｫｰﾚﾝ・ﾊﾞﾌｪｯﾄ」が出資、22年「ｱｶｻ・ｴｱ」参入

＊中国、住宅販売が急失速…10月不動産販売額、前年比3割減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規制・恒大問題で「買い控え」
中国の不動産販売が急失速している。10月に同月比3割減り、4ヵ月連続で前年を割り込ん
だ。
・一因は規制強化だ。南京の住宅当局は4月、郊外で戸籍を取得した人は郊外でしか物件を
購入を出来ないようにした。値上がりしがちな市中心部の購入要件を厳しく防ぐ狙いだ。
・もう一つが消費者の間で「様子見ﾑｰﾄﾞ」が広がっていること。
・さらに新力控股などでﾃﾞﾌｫﾙﾄ（債務不履行）が相次ぎ、消費者は不動産業の質を見極めよ
うとしている。

＊中国消費「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」重荷…外出制限で外出・出張手控え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10月、生産は伸び
中国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを徹底して抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」が消費の重荷になっている。10月下旬
から感染が再拡大し、政府による行動制限策で外食や出張を控える動きが広がった。生産
は高速通信規格「5G」対応のｽﾏﾎ需要などで持ちこたえているが、政府の環境規制が建材
などの生産を下押ししている。
⦿中国の主要経済統計（前年同月比%　前部は10月カッコ内は9月）
・工業生産＝10月3.5(3.1）、・名目小売売上＝10月4.9（4.4)
・実質小売売上＝10月1.9（2.5)、固定資産投資＝10月▴11.8（2.6）
・不動産開発投資＝10月▴5.4（▴3.5）、都市新規雇用＝10月▴20.7（▴8.5）

＊ｽﾏﾎ20分弱でﾌﾙ充電…小米、iPhone13より5倍速く
　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢、新たな競争軸
中国のｽﾏﾎﾒｰｶｰが急速充電技術の開発を競っている。世界ｼｪｱ3位の技術を小米（ｼｬｵﾐｰ）
は今秋発売の旗艦ﾓﾃﾞﾙに独自技術を搭載し、米ｱｯﾌﾟﾙの「iPhone」などに比べ充電速度を5
倍に高めた。ｶﾒﾗやﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲなどこれまで重視してきた機能が成熟に向かうなか、中国勢は
新たな競争の軸である充電速度を高め、ｱｯﾌﾟﾙに対応しようとしている。
⦿中国製は充電速度でiPhoneなどを上回る
　・小米＝17分でフル充電（旗艦ﾓﾃﾞﾙ「Ｘiａｍｉ 11Pro」）、
　・OPPO＝40分でフル充電（OPPO　Find X3　Pro）
　・華為技術＝30分で71%充電（HUAWEI　Mate　20　Pro）
　・Apple＝30分で50%充電（iPhone 13 Pro Max）　・Google＝Appleと同じ

＊中国・大連で　ｺﾛﾅ拡大…工場100ヵ所停止
中国東北部の中核都市、遼寧省大連市で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が広がり、市民生活や企業
活動に影響が出ている。人口74万人の荘河地域が封鎖され、約100ヵ所の工場も停止。市
政府は隔離生活やPCR検査を市民に強要、不満の声が出ている。11月4～15日に約270人
の市中感染者が確認。感染力が強いﾃﾞﾙﾀ型が原因という。
・冷凍倉庫の作業員に最初の感染者が出て、外部との交通遮断、住民の出入りを禁止。約
100ある水産加工工場の生産は全て止まった。
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＊東南ｱｼﾞｱ３ヵ国　ﾏｲﾅｽ成長…7～9月　ﾛｯｸﾀﾞｳﾝなど響く
・ﾀｲの国家経済社会開発委員会（NESDC)によると、同国の7～9月期のGDPは前年同期比
0.3%減で2四半期ぶりのﾏｲﾅｽだった。7月半ばから首都ﾊﾞﾝｺｸなどの都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）が
響く。「経済はまだ脆弱であり、回復は緩やかになる。
・ﾍﾞﾄﾅﾑは6.2%減、初めてのﾏｲﾅｽ成長。ﾎｰﾁﾐﾝ市南部の工場の稼働を制限したため生産が
低迷した。今後は不透明。
・ﾏﾚｰｼｱは2四半期ぶりのﾏｲﾅｽだった。政府が厳格な行動制限を実施し、企業の生産活動
や個人消費が低迷した。ﾜｸﾁﾝ接種率は75%超え。
ﾌﾟﾗｽの国
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは感染状況は世界最悪になったものの、GDPは3.5%増。ﾌｲﾘﾋﾟﾝも同7.1%増とﾌﾟﾗｽ
を維持した。厳しい行動制限を講じたが、個人消費が堅調だった。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙも同6.5%増と3
四半期連続ﾌﾟﾗｽ。

＊ｱﾀﾞﾛ･ｴﾅｼﾞｰ　半分再ｴﾈに…脱炭素への道険しく（10～15年めど）
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの石炭大手、ｱﾀﾞﾛ・ｴﾅｼﾞｰのｶﾞﾘﾊﾞﾙﾃｨ・ﾄﾋﾙ社長兼CEOは日経新聞のｲﾝﾀﾋﾞｭｰに応
じた。10～15年語をめどに「石炭と再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰに由来する事業の売上高を同じ規模に
したい」と強調。

＊住商、建材向け森林投資…中国や東南ｱｼﾞｱ需要狙う
住友商事は2030年までに森林取得に1300億円超を投資する。木材市場は米国初の世界的
な価格高騰「ｳｯﾄﾞｼｮｯｸ」が起きるなど需給逼迫が続いており、中国や東南ｱｼﾞｱなど需要増
加を見込み販売を拡げる。
・住商はﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞの針葉樹1.5万㌶の立木の所有権を現地の森林事業大手ｵﾚｺﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ
から買収した。他社とも組み24年3月期までに5千億円を投じ、同国で3倍の約10万㌶に増や
す。24年以降は中国やｱｼﾞｱ、米国や南米などで投資先を広げる。
・木材需要は米国産製材の輸入価格が9月に20年末比で2.75倍、ﾛｼｱ産も96%高と高騰し
た。
・二酸化炭素の吸収効果のある森林を排出枠取引での活用も検討。

＊東南ｱ　ｺｰﾋｰ開拓競う…ｻﾝﾄﾘｰ、無糖で参入「ﾈｽﾚはｽﾀﾊﾞと連携」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中間層の健康志向に照準
飲料大手が東南ｱｼﾞｱで高まるｺｰﾋｰ需要を開拓するｻﾝﾄﾘｰHDは11月に現地のｺｰﾋｰ市場に
初参入し、「BOSS」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞをﾀｲに投入。ｽｲｽのﾈｽﾚは米ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽと組み、2022年に「ｽﾀﾊﾞ」
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの飲料をｽｰﾊﾟｰなどで発売する。中間層の消費拡大のほか、健康志向や砂糖税の導
入などで広がる無糖・低糖の需要を商機とにらむ。
⦿飲料ﾒｰｶｰなどは東南ｱｼﾞｱでｺｰﾋｰの展開を加速させる
　　・ｻﾝトリBF「ﾀｲで」、・ﾈｽﾚ（ｽｲｽ）、・ｱｻﾋGHD「ﾏﾚｰｼｱで」、
　　・UCCｸﾞﾙｰﾌﾟ「ﾀｲで」、・ﾀｲ石油公社ｸﾞﾙｰﾌﾟ「ﾀｲ国外で」

＊世界の半導体　最高益に…大手10社7～9月純利益5割増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 需給ﾊﾞﾗﾝｽ変調も
世界の半導体ﾒｰｶｰの業績が勢いづいている。17日発表した米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱなど大手10社の
2021年7～9月期決算は、合計の純利益が前年同期比5割増だった。継続比較が可能な11
年以降、18年7～9月期
につけた四半期としての過去最高を更新した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍からの急激な景気回復で半
導体の需給が逼迫し、一部で値上げも浸透している。半導体全体の不足感は続くものの、ﾒ
ﾓﾘｰなど一部で市況の頭打ち感も出ている。
・ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱは8~10月期純利益は前年同期比84%増の24億㌦（2800億円）
・TSMCやｻﾑｽﾝ電子など世界の大手10社の7～9月期の純利益をまとめると、計385億㌦と5
割程度増えた。

＊「15分宅配」米で成長…生鮮食品　気軽に注文「100兆円市場争奪」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で食料品宅配が「急成長するなか、注文から15分以内と驚異的なｽﾋﾟｰﾄﾞで
配達する「超速宅配」が米国で広がっている。小売大手の即日宅配は最短でも1～2時間が
限度だがｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が提案するのは必要なときに必要な物だけを買う新たな消費形態
だ。1兆㌦（約114兆円）超とされる生鮮食料品市場の争奪戦が激しさを増す。
・ﾛｼｱ発の超速ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ「Buyk（ﾊﾞｲｸ）」は今夏、米ﾆｭｰﾖｰｸでｻｰﾋﾞｽ開始。ﾐﾆ倉庫のような店
舗「ﾀﾞｰｸｽﾄｱ」、市内に20ヵ所ある。注文がはいると、梱包を担う「ﾋﾟｯｶｰ」が店内を回り、商品
を集め、大型ﾘｯｸ詰める迄2分半。荷物は「ｸｰﾘｴ」と呼ばれる配達員が電動自転車で家、ｵﾌｲ
ｽへ。
・無人ｽｰﾊﾟｰは「ﾛﾎﾞﾏｰﾄ」を利用、ｱﾌﾟﾘをﾀｯﾌﾟすればﾄﾞｱ開く。手数料2$。
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2021/11/23 東南ｱｼﾞｱ ＊③
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝのﾄﾞｩﾃﾙﾃ大統領は協議で南ｼﾅ海の南沙諸島（ｽﾌﾟﾗﾄﾘｰ）で中国海警局の船がﾌｲﾘ
ﾋﾟﾝ船に向かって放水銃を使ったことに「重大な懸念とともに動向を注視している」。
・ﾏﾚｰｼｱのｲｽﾏｲﾙｻﾌﾞﾘ首相は「全ての関係国は自制し挑発的とみなされる行動を避けるべ
きだ」。
・中国主導の「一帯一路」関連の事業も、計画のずさんさなどから停滞する例が少なくない。
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは中国の技術支援で建設している高速道路の開業が2年以上ずれこむ。ﾏﾚｰｼｱ
では鉄道計画遅れ等。

＊三菱PHV、東南ｱで3車種…次世代車へ「つなぎ役」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国勢の格安EVに対抗
三菱自動車は東南ｱｼﾞｱでPHV（ﾓ-ﾀｰとｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝを併用）の販売を本格化する。三菱自は
３車種を売り出し、日産も三菱自の技術を使い投入を検討する。充電設備の整備が遅れて
いる新興国ではEVの普及に時間がかかる。家庭の電源かあら充電できるPHVを「準EV」とし
て売り込み、格安車で販売攻勢をかける中国勢から顧客を囲い込む。

＊中国、「ﾃﾞｰﾀ税」の導入浮上…「共同富裕」へ還元圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾈｯﾄ大手の統制拍車
中国で巨大ﾈｯﾄ企業などのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰに「ﾃﾞｰﾀ税」を導入するとの観測が浮上する。習近
平指導部が掲げた所得再配分を促す「共同富裕」のｽﾛｰｶﾞﾝのもと、巨額の収益を上げるﾈｯ
ﾄ大手に利益を還元させるべきとの圧力が強まっている。
・「ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰはﾃﾞｰﾀ取引による収益の2～3割をﾃﾞｰﾀの生産者に還元すべきだ」。と元重
慶市長の黄奇帆氏は金融会議の講演で、こう強調。

＊②
・中国とASEANは近年、関係を深めてきた。人民日報によると対ASEAN貿易額は対話開始
後の30年間で85倍に拡大。日米を抜き、差を拡大。中国はASEANの需要を把握し、日米よ
り迅速に動いてきた。
・習氏は今回の会議で、南ｼﾅ海問題を巡り「安定を共同で守り、平和、友情、協力の海にす
べきだ」と主張。共同声明では紛争防止に向けた行動規範（COC）の早期策定をうたった。た
だ、経済的な影響力をﾃｺに一方的な領有権主張を受け入れさせようとしているのは明白で、
東南ｱの各国から反発も出ている。

＊①習氏、ASEAN抱き込み…中国と対話30年で首脳協議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　孤立回避へ重視鮮明
中国の習近平国家主席22日、ASEANとの対話関係開始30周年を機に、ｵﾝﾗｲﾝ形式で首脳
会議を開いた。米国との対立の長期化も視野に、地域への影響力をさらに拡大したい考え
だが、関係強化の負の側面も目立ってきた。
・外交関係の格上げ・・共同声明で両者の外交関係の「包括的戦略ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ」への格上
げを宣言。李克強に代わって習氏が出席した。ASEAN重視の姿勢を鮮明にした。

＊中国EV、技術が競争軸に…広州ﾓｰﾀｰｼｮｰ開幕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　航続1000㎞やIT連携
中国勢のEV技術が一段と進化している。19日に広東省光州市で開幕した「広州ﾓｰﾀｰｼｮｰ」
では、地場大手の広州汽車集団が充電1回当たりの航続距離で1千㎞超の新型車を発表し
た。中国では50万円前後の低価格車が地方で需要を広げてきたが、都市部を中心に高価
格帯での競争軸は航続距離や自動運転など技術面にも移りつつある。
・広州汽車は独自に開発した「ｽﾎﾟﾝｼﾞｼﾘｺﾝ正負極材」と呼ぶ材料を使い電池全体の体積や
重量を減らして、航続距離の向上につなげた。
・10分の充電で400㎞・・民営大手の長城汽車は1回の充電で800㎞の航続距離を実現、さら
に10分間の充電で400㎞超の航続距離を実現。



2021/11/25 経済

2021/11/24 経済

2021/11/26
1$=115.38

経済

2021/11/26 経済

2021/11/26 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2021/11/26 経済

＊米、半導体国産化に焦り…ｻﾑｽﾝ新工場　建設後押し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「中国包囲網」へ取り組み
韓国ｻﾑｽﾝ電子は24日、米国に半導体受託生産の専用工場を建設すると発表した。この分
野では世界最大手のTSMCがｱﾘｿﾞﾅ州で新工場を建設中で、米ｲﾝﾃﾙも参入を表明済みだ。
大手3社がそろって米国での工場新設を決めた格好だが、ｻﾑｽﾝの今回の戦略は半導体国
産化を掲げるﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権の焦りが後押しした側面がある。
・ｻﾑｽﾝはﾃｷｻｽ州ﾃｲﾗｰに170億㌦（約1兆9500億円）を投じて半導体の工場を作る。
・工場誘致に多額の補助金を拠出すると約束したが1年以上たった今も詳細が決まっていな
い。TSMCの張氏は米国は昔のような国に戻ることは不可能だ」と批判した。

＊ｲﾝﾄﾞ遠隔教育　海外攻勢…ﾊﾞｲｼﾞｭｰｽﾞ、米社相次ぎ買収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金力・独自教材生かす
ｲﾝﾄﾞでｵﾝﾗｲﾝの遠隔教育を手掛ける有力企業が海外で買収攻勢をかけるている。最大手の
「ﾊﾞｲｼﾞｭｰｽ」はﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞや電子書籍などの米国同業を相次ぎ買収した。ｲﾝﾄﾞのIT産業は海
外からの業務委託で成長してきた面もあるが、遠隔教育では豊富な資金や独自のｺﾝﾃﾝﾂの
活用で海外市場に打って出る動きが広がった。

＊先端半導体　生産6000億円…TSMC4000億円　米ﾏｲｸﾛﾝも候補
日本政府は2021年度補正予算案に先端半導体の生産企業を支援する基金の財源として
6000億円を計上する。台湾積体電路製造（TSMC）が熊本県に建設する新工場に約4000億
円を拠出し、残り約2000億円は半導体ﾒﾓﾘｰ大手の米ﾏｲｸﾛﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰとｷｵｸｼｱHDなどを候
補に工場の新増設費用を一部支援する。
・ﾏｲｸﾛﾝは旧ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘの広島県内の拠点を引継ぎ、DRAM工場を持つ。ｷｵｸｼｱHDは
NAND型ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘの最先端工場を国内に持つ。三重県四日市で新工場を建設中、22年に
一部稼働。

⦿ﾒﾀﾊﾞｰｽ、多様なﾋﾞｼﾞﾈｽを生む「世界の企業がこぞって参入する」
メタ（旧ﾌｧｲｽﾌﾞｯｸ）＝会議出来る仮想空間構築。VR機器開発。投資大
ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ＝ﾁｬｯﾄｱﾌﾟﾘ「ﾁｰﾑｽﾞ」で会議等に仮想ｽﾍﾟｰｽを提供（ｱﾊﾞﾀ可）
ｳｫﾙﾄ・ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ＝ﾎﾞﾌﾞ・ﾁｬﾍﾟｯｸCEOが独自の「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」構築を示唆
ｴﾋﾞｯｸｹﾞｰﾑｽﾞ＝ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ「ﾌｫｰﾄﾅｲﾄ」上でﾗｲﾌﾞ。1千万人超集める
ｴﾇﾋﾞﾃｨﾞｱ＝ﾒﾀﾊﾞｰｽの制作開始。仮想空間の共同作業・工場ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
ｸﾞｯﾁ＝仮想空間でｱﾊﾞﾀｰが着用のﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾆｰｶｰを販売
ﾃﾝｾﾝﾄ＝ﾗｳ社長ﾒﾀﾊﾞｰｽの関連技術保有。ｴﾋﾟｯﾂｹﾞｰﾑｽﾞにも出資
BMW＝生産拠点を仮想空間で再現、生産性向上。ﾗｲﾌﾞなど開催
ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ＝VR機器開発のﾍﾞﾝﾁｬｰのﾋﾟｺﾃｸﾉﾛｼﾞｰ買収。ｱﾊﾞﾀｱﾌﾟﾘ配信
KDDI＝都市連動型ﾒﾀﾊﾞｰｽ構築。東急Gなどとｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定
ｸﾞﾘｰ＝ｱﾊﾞﾀｰによるﾗｲﾌﾞ配信開発。2～3年で100億円投資

＊台湾、半導体生産額　最高に…今年25%増　日本勢に投資呼び込み
台湾の2021年の半導体生産額が過去最高となる前年比25.9%増の約4兆1千億台湾㌦（約17
兆円）の見通し。過去10年で最大の伸びとなる。ただ、旺盛な需要に供給も投資も追いつか
ず、半導体不足が22年も続くのは確実。装置・資材に強い日本企業に投資を呼びかける。
・台湾での半導体生産は先端品を中心に22年に4兆5千億台湾㌦予想。「22年に半導体生産
のﾎﾞﾄﾙﾈｯｸになる可能性がある」（みずほ銀行）

＊メﾀﾊﾞｰｽ、次の主戦場に…巨大ＩＴが狙う「100兆円市場」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱも参戦
仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」の開発競争が熱を帯びてきた。100兆円規模に膨らむと期待される新市
場には、米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱや米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄが本腰を入れて参戦し、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄや人工知能（AI）を制し
た巨大ﾃｯｸ企業の新たな主戦場になっている。事業開拓が進む一方、期待通りに市場拡大
するには課題も多い。
・「仮想空間の広さは現実世界を超える規模に膨らむ」。9日にｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱのｼﾞｪﾝｿﾝ・ﾌｧﾝCEO
は強調。
・期待先行、収益には時間・・期待が過熱する一方、収益には時間がかかる。利用時に使う
ﾊｰﾄﾞの普及が課題だ。



2021/11/27 経済

2021/11/27 指導部

2021/11/28 経済

2021/11/29 医薬

2021/11/30 経済

2021/11/30 経済

＊中国、私立校「公立化」で統制…小中、公平な教育・習思想強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方政府の財政圧迫
中国政府は私立の小中学校の公立への転換を促す。原則として新設を認めず、既存の学
校には高額な学費の徴収を禁じて統制する。市民の不公平感を解消し、家庭の教育費も抑
える狙いだ。教育統制だ共産党への愛党精神を徹底させる思惑も透ける。公立化が実際に
相次げば、地方政府の財政難が一段と深刻になりかねない。
⦿最近の義務教育を巡る規制や変更
・私立校の規制＝高額な学費の徴収やﾃｽﾄ・面接による選抜禁止。
　　　　　　　　学校（財産）寄付などで公立化を促す。新設は原則認めず。
・学習塾の規制＝週末や長期休暇の授業を禁じ、授業料を統制。
・公立校の変更＝教育機会公平性確保、学区の範囲拡大。
                         教員の定期移動にも着手。

＊ｵﾐｸﾛﾝ　新変異型で世界株安…NY株900㌦安/原油1割強下落
　　　　　　　　　　　　　　　　旅行や消費停滞懸念「経済正常化に影」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」の脅威が世界の金融市場を揺さぶっている。26日はﾘｽ
ｸ資産からﾏﾈｰが流出し、日米欧など世界の株式相場が軒並み大幅下落。米原油先物価格
は1割値下がりした。渡航制限の動きが世界的に広がっており、投資家は経済正常化ｼﾅﾘｵ
の修正を迫られている。

＊南ｱで新型異型　各国警戒…英など直行便禁止　香港でも確認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染力強い可能性
南ｱﾌﾘｶの国立伝染病研究所などは25日、同国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの新たな変異ｳｲﾙｽを確認
したと発表した。ｳｲﾙｽ表面の突起状の蛋白質「ｽﾊﾟｲｸ」に多数の変異が生じており、感染力
が強くﾜｸﾁﾝが効き
にくい可能性がある。英国などが相次ぎ南アや周辺国との直行便を禁止するなど、各国は
警戒を強めている。
・EUの欧州委員長氏は、ｱﾌﾘｶ南部からEU域内への航空機乗入り停止

＊車載半導体。逼迫感薄れる…大手5社、9ヵ月ぶり在庫増「9月末」
車載半導体の需給逼迫感が薄れてきた。ﾙﾈｻｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽなど世界大手5社の9月末在庫総
額は、生産能力の回復などを受けて9ヵ月ぶりに増加に転じた。高水準の需要が続き先行き
不透明感は残るものの、今夏までのような逼迫状況は和らぎつつある。自動車生産の回復
を下支えしそうだ。
・在庫を積みませなかった要因は1つは、寒波や火事ﾞ、東南ｱｼﾞｱの感染防止による工場の
稼働停止があった。
・2つ目はﾌｧｳﾝﾄﾞﾘｰ（製造受託会社）の生産能力。足元では自動車ﾒｰｶｰの要請を受け、車
載半導体に生産能力を振り向けていたが、当初は利幅の大きいｽﾏﾎの生産に重点をおいて
いた。

＊製薬「ﾘﾓｰﾄ治験」広がる…欧米勢先行　新薬開発　迅速に
　　　　　　　　　　 「塩野義」ｱﾌﾟﾘで管理、「ﾌｧｲｻﾞｰ」自宅で検体採取
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍が長引くなか、製薬大手が新薬開発の臨床試験（治験）でﾘﾓｰﾄ（遠隔）対
応に乗り出している。塩野義製薬はｺﾛﾅ治療薬の治験で採用。第一三共や米ﾌｧｲｻﾞｰ日本法
人も導入を決めた。ｵﾝﾗｲﾝ環境が整った医療機関が少ないといった課題は残るが、「ﾘﾓｰﾄ
治験」が定着すれば新薬開発のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟに繋がる可能性もある。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、時価総額が半減・・・ﾈｯﾄ通販、稼ぐ力衰え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱﾝﾄ上場延期から1年
中国のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販最大手、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が築き上げた高収益のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙが崩れつつあ
る。2020年11月に傘下の金融会社ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの大型上場が当局の圧力で延期になって以
降、本業は勢いを失い、この1年間で時価総額の半分が吹き飛んだ。政府はｱﾘﾊﾞﾊﾞを筆頭
にﾈｯﾄ大手に対する統制の手を緩める気配はない。王者が事業構造の再構築を迫られてい
る。
・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰの雪梨さんは脱税で11億円超の追徴課税と罰金を払う。ｱﾘﾊﾞﾊﾞにとってｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻｰは大きな利益を生み出す「金の卵」だった。


